中央・牧志駅前ほしぞら・首里図書館複合機賃貸借及び保守業務契約書
（長期継続契約）

　那覇市（以下「甲」という。）と※契約業者※（以下「乙」という。）とは、
電子複合機（以下「複合機」という。）の賃貸借及び保守業務について、次の条
項及び「中央・牧志駅前ほしぞら・首里図書館複合機賃貸借及び保守業務契約
仕様書」により契約を締結する。

　（契約の目的）

第１条　この契約は、乙が甲に複合機を賃貸し、甲の業務遂行上支障が生じないよう常時正常な状態で稼動するよう保守を行い、甲の使用に供することを目的とする。

　
（契約期間）

第２条　契約期間は、令和８年11月１日から令和13年10月31日までとする。

　
　（契約保証金）
第３条　甲は、本契約に係る乙が納付すべき契約保証金を那覇市契約規則第30条各〇号に該当する場合は免除する。
（契約物件及び設置場所）

第４条　契約物件及び設置場所は、別表１のとおりとする。

　
（賃貸借料）

第５条　甲が、乙に支払う賃貸借料は、別表２のとおりとする。

　
（複写料金）

第６条　甲が、乙に支払う複写料金は、別表３の複写料金表により計算した額とする。この場合において、使用枚数は、総使用枚数からテスト複写枚数及び不良複写枚数を差し引いたものとする。

２　別表３の複写料金表には、トナー代金を含むものとする。

　
（賃貸借料金及び複写料金の請求）

第７条　乙は、毎月末に甲の確認を受けて賃貸借料金及び複写料金を算出し、その総額に消費税相当額を加算した金額を甲に請求するものとする。この場合、１円未満の端数は切り捨てるものとする。

　
（賃貸借料金及び複写料金の支払）

第８条　甲は、乙から前条の規定による請求を受けたときは、その請求を受理した日から起算して30日以内に当該請求額を乙に支払うものとする。

２　甲が前項の支払いを遅延した場合は、遅延した支払額に政府契約の支払い遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率を乗じて計算した遅延利息を乙に支払うものとする。
　
（複合機の保守管理）

第９条　乙は、保守管理を行うために毎月１回以上、技術員を設置場所に派遣して点検、整備及び部品の交換を行わなければならない。また、乙は、甲の定める取扱い担当者に対し、複写機の取扱いの指導を行うものとする。

２　複合機が故障した場合は、甲の要請により乙は直ちに技術員を派遣して甲の業務に支障のないように速やかに正常な状態に回復させるものとする。ただし、これに要する費用は、次に掲げる原因に起因する場合を除き、機器の修理等に要する一切の費用は乙の負担とする。

　(1)　甲の故意又は重大な過失による場合

　(2)　乙の指定したもの以外による改造、修理及び分解を行った場合

　(3)　火災又は天災地変、その他これに類する災害の場合

　(4)　甲が乙の指定する以外の方法で設置場所を移動した場合

　(5)　乙の供給する消耗品（用紙を除く。）、部品以外のものを使用した場合

３　正常な状態に回復するのに時間を要する場合は、代替の複合機を設置し、甲の業務に支障のないように対応することとする。
４　複合機の修理及び取付工事に要する一切の費用は、乙の負担とする。
　
（設置場所の移動）

第10条　甲は、第４条に定める設置場所を変更する場合は、予め乙に通知するものとする。この場合において、複合機の移動は乙が行い、移動に要した費用は甲の負担とする。

　
（損害賠償）

第11条　乙は甲が故意又は重過失によって複合機に損害を与えた場合は、その損害を甲に請求することができる。

２　前項の場合において、動産総合保険で補填された損害については、前項の規定にかかわらず、乙は甲に請求しないものとする。

　
（秘密の保持）

第12条　乙は、複合機の保守管理の実施にあたって知り得た甲の業務上の秘密を外部に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（保険）
第13条　乙は、乙の費用で機器に動産総合保険を付保するものとする。

　(所有権の表示)

第14条　乙は、物件に所有権の表示をするものとする。

　
（契約の解除）

第15条　甲は、次の各号に該当するときはこの契約を解除することができる。
(1)　乙が正当な理由なくこの契約に違反したとき。

(2)　乙の業務の処理が不適当と甲が認めたとき。

 (3)　乙、又は乙との間にこの契約に係る物品等の購入契約その他の契約を締結するものが暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」という。）第2条第2号に規定する暴
力団をいう。）、暴力団員（法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団関係者に該当すると判明したとき。
（4）甲又は乙は、天災その他のやむを得ない事由により、この契約を履行することができなくなったときは、この契約を解除することができる。

(契約不適合責任)

第16条　納入された機器が、規格、性能、機能等に関し契約の内容に適合しないものであるときは、乙は、特別の定めがない限り、この契約の有効期間中、修補、代替物の引渡し若しくは不足分の引渡しによる履行の追完又はこれに代えて、若しくは併せて損害賠償の責めを負うものとする。

　（複合機の返還）

第17条　第２条及び第15条により、この契約が終了又は解除された場合、乙は速やかに複合機（消耗品等を含む。）を撤去するものとする。

２　乙は複合機を引き取る際、複合機に含まれた情報を完全に消去し、その作業にあたって知り得た情報を外部にもらし、又は他の目的に利用してはならない。
３　前各項の規定による返還に要する一切の費用は、乙の負担とする。
（特約事項）
第18条　本契約は、那覇市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例(平成21年那覇市条例第41号)第２条第1号の長期継続契約であるため、本契約の締結日に属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る甲の歳出予算に減額又は削減があった場合、甲は、本契約を変更又は解除することができる。この場合において、甲は、損害賠償の責めを負わない。
(合意管轄裁判所)

第19条　この契約に係る紛争については、沖縄県那覇市を管轄する裁判所を合意管轄裁判所とする。

　（その他）

第20条　この契約書に定めのない事項及びこの契約の条項に疑義を生じた場合、甲乙協議してこれを定めるものとする。
　　この契約を証するため本書２通を作成し、甲乙双方が記名押印して各自がその１通を所持する。

　      　令和 ８ 年　　 月　　 日

　　　　　　　　　　　　　甲　　那覇市泉崎１丁目１番１号
                                那覇市

那覇市長  　知　念　　覚
　　　　　　　　　　　　　乙　　
動産総合保険内容
１　保険期間
　　この保険は、賃貸借契約成立後、物件が甲に引き渡された時に始まり、賃貸借契約が満了した時に終了となる。
２　保険の対象となる損害
　　この保険は、別表１の物件について、保険期間中に保険の対象となる事故によって生じた損害を補填するものである。保険の対象となる損害事故及び保険の対象とならない損害事故は、下記のとおりである。
（１）保険の対象となる主な損害

① 火災、落雷、破裂、爆発

②
盗難

③ 破損

④ 濡損

⑤ 物体の落下・飛来

⑥ 車両の衝突および接触

⑦ いたずらによる直接損害

⑧ 風水災（台風、旋風、暴風雨など）

（２）保険の対象とならない主な損害

① 故意、重過失による損害

②
地震、噴火及び津波による損害

③
自然の消耗・摩耗、または当該物件の性質によるかび、さび、変質、変色、虫喰い、ねずみ喰い等による損害

④
物件の製造上、加工上の欠陥に起因する損害

⑤
偶然な外来の事故に起因しない電気的・機械的事故による損害

⑥
物件の修理・清掃等の作業中における作業上の過失、または技術の拙劣によって生じた損害

⑦
紛失、または置き忘れによって生じた損害
